
集落営農組織支援研修会（第２回）開催要領 

１．目  的 

  経営所得安定対策制度の担い手の一形態として位置づけられ、「人・農地プラン」で

の中心経営体の一つとしての集落営農組織は、農地や労働力等の地域が保有する資源

の有効利用や協同活動を通した地域農業活性化の主体として期待される。 

  このため、集落営農の法人化による経営の有利性等について検討するとともに、集

落営農組織の代表者・役員等の経営能力向上による持続的な経営体の実現に資するた

め開催する。 

 

２．主  催 

  宮城県担い手育成総合支援協議会 

 （宮城県、公益社団法人みやぎ農業振興公社、宮城県農業会議、宮城県農業協同組合中央

会、宮城県市長会、宮城県町村会、宮城県土地改良事業団体連合会、宮城県農業共済組

合連合会，全農宮城県本部、株式会社日本政策金融公庫） 

 

３．開催日時 

  平成２６年１１月２７日（木） １３時３０分～１６時２０分 

 

４．開催場所 

  KKR ホテル仙台 ２F 蔵王の間 

  （住所；仙台市青葉区錦町１丁目８－１７、電話；022-225-5201） 

 

５．対象者    

・集落営農組織の代表者・役員等 

・地域担い手育成総合支援協議会等担当者 

・関係機関（県、市町村、JA・団体等）担当者  150 名程度 

   

６．研 修 

① 基調講演（13:40~15:10） 

『税制面からみた農業経営法人化のメリット』 

    熊本市 税理士法人未来税務会計事務所代表社員 

      税理士 西 田 尚
ひさ

 史
し

 氏  

 

② 先進事例報告（15:20~16:20） 

   『農業の確立と活力溢れる集落営農をめざして』 

    一関市 農事組合法人おくたま農産 

      代表理事組合長 佐 藤 正 男 氏 

 

 

 

 



お問い合わせ先
宮城県担い手育成総合支援協議会事務局（みやぎ農業振興公社内）

担当：立岩・藤本・今野
TEL：０２２－２７５－９１９２、FAX：０２２－２７５－９１９５

にしだ ひさし

講師：熊本市 税理士法人未来税務会計事務所代表社員 税理士 西 田 尚 史 氏

最新農業税制に造詣が深く、稲作・転作・畜産経営内容等の法人・個人を問わず多くの農
業経営体で税務申告の実績を上げておられます。また、日本政策金融公庫の上級経営アドバ
イザーや一般農業法人全国農業経営コンサルタント協会長でもいらっしゃいますので、集落
営農や個人経営からの法人化に当たっての有意義な税制面からのアドバイスや法人化後の安
定経営について広くお話を伺うことができると思います。
主な著書 「知らなきゃ損熊さん八さん農業経営と税金」「戦略的農業経営の進め」
共同著書 「農業経営成功へのアプローチ」「酪農経営者へのアプローチ」

先進事例報告「農業の確立と活力溢れる集落営農をめざして」

さとう まさお

報告者：農事組合法人 おくたま農産代表理事組合長 佐 藤 正 男 氏

平成３年に一関市奥玉地区農村整備推進委員に就任し基盤整備の採択に向けてその一端を
担ってこられました。更に、平成９年度の県営圃場整備事業の着工とともに設立された営農
組織連絡協議会長を１０年間務められました。この間、自ら先頭に立って個人完結型農業か
ら脱皮し、集落営農による地域農業確立の重要性を唱え、地域住民の説得と同意の働きかけ
に奔走されました。平成１９年、７地区の水田を一元的に管理する「（農）おくたま農産」
の設立と同時に初代組合長に就任し、農作業の効率化による徹底したコスト削減を最大の目
標として取り組んでおられます。今後とも、「創業は易く、守成は難し」を肝に銘じて組合
員の利益の向上と次代を担う後継者へ引き継いでいける豊かな農業の実現を目指していらっ
しゃいます。農事組合法人おくたま農産は平成２５年度全国優良体表彰集落営農部門で農林
水産大臣賞を受賞されています。

経営所得安定対策制度の支援対象に位置づけられ，また「人・農地プラン」の中心経
営体の一つとしての「集落営農」は地域農業の重要な担い手として地域から期待され
ており，今後も成長していくことが必要です。そのための「集落営農」の法人化や経
営能力向上を支援する研修会を開催します。

日 時：平成２６年１１月２７日（木）13：３０～16：２０
場 所：ＫＫＲホテル仙台 TEL022-225-5201
参加料：無 料
参加申し込み：各市町村担い手育成総合支援協議会等または下記事務局へFAXで

※会場に駐車場はありませんので，公共交通機関等をご利用願います。

宮城県担い手育成総合支援協議会

集落営農組織支援研修会（第２回）

集落営農組織の皆様へ 御案内

基調講演「税制面からみた農業経営法人化のメリット」



宮城県担い手育成総合支援協議会 行き 

集落営農組織支援研修会（第２回）参加申込書 

平成２６年 月  日 

                   発信元 

（担当者：            ） 

 

申込先 ＦＡＸ：０２２－２７５－９１９５ 

 

所    属 

 

役 職 名 

 

 

氏   名 

 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号 県仙台合同庁舎９階 

宮城県担い手育成総合支援協議会（担当：立岩，藤本，今野） 

ＴＥＬ：０２２－２７５－９１９２ 

E-mail:t-tateiwa@miyagi-agri.com  


